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定年後再雇用者の基準に関する労使協定書

株式会社XXXXXX（以下、会社という）と労働者代表XXXは、高年齢者等の雇用の安定に関する法律第9条の2項の規定に基づく、65歳までの雇用継続となるものについて、以下のとおりに定めることに合意した。

第1条　再雇用により65歳までの雇用継続の対象となる者は、会社を定年退職した者で、かつ次の要件を全て満たすものとする。

①定年退職後も会社で勤務に精励する意欲がある者。

②過去3年間の定期健康診断を全て受診し、就業に支障がない旨の医師の診断を受けている者。

③過去3年間の人事考課（評価）の結果が、中位（Ｂ）評価以上の者。

④過去3年間以内に減給以上の懲戒処分を受けていない者。

⑤過去3年間の出勤率が、平均で80％を下回らない者。

２　前項の要件を判断する基準日は、定年退職予定日の6ヶ月前の日とする。

３　第1項の要件を満たす者のうち雇用の継続を希望する者は、定年退職予定日の6ヶ月前までに、その希望を会社に申し出なければならない。

第2条　前条の要件を満たさない場合でも、高度な技術・技能を有する等、会社が特に必要と認めた者については、雇用継続の対象とすることがある。

第3条　再雇用契約時及び契約更新時の労働条件については、第1条または第2条の要件を満たした再雇用希望者の能力、技術、身体状況、及び経営環境、職場の要員状況等を総合勘案して、個人ごとに会社が提示し、個別に合意を得るものとする。

第4条　第1条に定める要件は、業績、経営環境、業界の動向、事業展開の方向等により、労使間の合意の上で改定、追加、廃止等の変更を行うことがある。

第5条　65歳までの雇用継続の対象となる者の基準に関して、本協定に定めのない事項が生じた場合は、会社、労働者代表が協議の上円満な解決を図るものとする。なお、協議を重ねるも不調の場合は、会社の判断によるものとする。

上記内容により会社、労働者代表が合意した証として、本協定書を2通作成し、会社、労働者代表双方各1通を保持する。

協定成立年月日　　平成XX年X月X日

株式会社　XXXXX　　　代表取締役　　　　XXXXXXX

協定の当事者（労働者の過半数を代表する者）の選出方法（　挙手　）

労働者代表 XXXXXX　
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